
厚生労働省  社会・援護局 

障害保健福祉部  障害福祉課 

平成28年２月17日（水） 13:15～14:00 
特定非営利活動法人 就労継続支援A型事業所全国協議会 

 特別研修会 A型事業所の質の評価を考える 

障害福祉施策における就労支援 
（就労継続支援Ａ型事業関係） 

http://www.mhlw.go.jp/kinkyu/catch_phrase/index.html


説明内容 

• 平成２８年度障害保健福祉関係予算案 

• 障害者差別解消法、改正障害者雇用促進法の
施行 

• 就労継続支援Ａ型事業について 

• 障害者総合支援法施行３年後の見直しについて
～社会保障審議会障害者部会報告書～ 
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平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 

予算案 

障害児措置費・給付費（義務的経費） 

自立支援給付（義務的経費） 

地域生活支援事業（裁量的経費） 

7,346億円 
（+9.4%） 

9,314億円 
（+10.8%） 

8,406億円 
（+14.4%） 

6,716億円 
（+12.1%） 

5,989億円 
（+2.5%） 

5,840億円 
（+8.6%） 

5,380億円 

4,473億円 
4,945億円 

5,071億円 
5,719億円 

6,341億円 

7,434億円 

8,229億円 

507億円 

400億円 400億円 440億円 440億円 445億円 450億円 460億円 

495億円 478億円 

557億円 

560億円 

522億円 

625億円 

464億円 

9,701億円 

 障害福祉サービス等予算の推移 
障害福祉サービス関係予算額は10年間で２倍以上に増加している。 

（注１）平成18年度については、自立支援法施行前の支援費、自立支援法施行後の自立支援給付、地域生活支援事業等を積み上げた 

    予算額である。（自立支援法は平成18年4月一部施行、同年10月完全施行） 

（注２）平成20年度の自立支援給付費予算額は補正後予算額である。 

（注３）平成21年度の障害児措置費・給付費予算額は補正後予算額である。 

（億円） 10,373億円 
（+11.4%） 

1,055億円 

9,330億円 

462億円 

9,071億円 

464億円 

840億円 

10,849億円 
（+4.6%） 

11,560億円 
（+6.5%） 

1,395億円 

3 



     
■ 自立支援給付（福祉サービス）  
                   ９,７０１億円（＋３７１億円） 
 
■ 障害児施設措置費・給付費（福祉分） 
                １,３９５億円（＋３４０億円） 
 
■ 自立支援医療（公費負担医療） 
                  ２,３０１億円（ ＋ ６６億円）  
■ 特別児童扶養手当等 
                 １,６０３億円（   ＋ ４６億円）  
■ 医療観察法実施費（医療費）  
                  １７３億円（   ▲  ３億円）  
 

■ 地域生活支援事業 
                ４６４億円(± ０億円) 
 
■ 障害者自立支援機器等開発促
進事業（一部新規） 
        １．６億円(＋０.６億円) 
 

■農福連携による障害者の就農
促進（新規）     １．１億円   
 

■「地域自殺対策推進センター（仮
称）運営事業費」（一部新規）      
        １．６億円(＋ １億円) 
 
■精神科救急医療体制整備事 
業費(拡充)  １４億円(＋０.８億円)  
 

※内閣府からの地域自殺対策強化
交付金等の移し替え ２６億円 

 
■ 社会福祉施設等施設整備費
（拡充）    ７０億円（＋４４億円)  
    
■ 医療観察法指定入院医療 
   機関施設整備費負担金  
            ５.５億円(▲ ０.２億円) 
 
■ 国立更生援護機関施設 
  整備費  
          ４億円(＋０.２億円) 
  
■ 社会福祉施設等災害復旧 
    費補助金【復興特会】  
          １３.５億円(＋７.２億円) 

            ＋８０５億円（ ＋ ５.５％）  
          うち医療以外：       ＋７６０億円（ ＋６.３％） 

          うち医療          ：    ＋ ４５億円（ ＋１.７％） 

【一般会計】 ＋ ２６億円（ ＋ ４.４％） 
 
【復興特会】 ▲  ３億円（ ▲１５.４％） 

1兆４,７３１億円 → 1兆５,５３６億円 ６２０億円  → ６４４億円 ４２億円 → ９３億円 

【一般会計】 
         ＋ ４４億円（＋１２２.６％）  
【復興特会】 
        ＋７.２億円（ ＋１４.５％） 

＋０.７億円（ ＋０.７％） 

 
 
■ 国立更生援護機関  
          ６６億円 (▲１.７億円) 
 
■ 医療観察法指定入院 
    医療機関運営費負担金 
     
     ５.３億円 (▲０.２億円)  
 
■ 医療観察法指定入院 
 医療機関設備整備費負担
金 

 
     ０.３億円 (±０億円) 
 
■ 身体障害者保護費負担
金 

   １７.８億円 (＋２.３億円) 
 
 

１０２億円 →１０３億円 
【一般会計】 ６００億円 →  ６２７億円 
【復興特会】   ２０億円 →    １７億円 

医療以外：１兆２,０８８億円 → １兆２,８４７億円 
医療     ：   ２,６４３億円 →      ２,６８８億円 

【一般会計】３６億円→  ７９億円 
【復興特会】 ６億円 →   １４億円 

平成２8年度障害保健福祉関係予算案の概要（復興特会含む） 

義務的経費（年金・医療等） 義務的経費  
（年金・医療等以外） 

裁量的経費 公共事業関係 

  （対前年度 ＋８８０億円、  ＋５．７％） 

【一般会計】  １兆６,３４４億円 

【復興特会】       ３０億円 

【一般会計】  １兆５,４６９億円 

【復興特会】        ２６億円 

（２７年度予算額）   

１兆５,４９５億円 

（２８年度予算案） 

１兆６,３７５億円 

経費種別 

対前年度 

主な内容 
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障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法＜平成２５年法律第６５号＞）の概要 
施行日：平成２８年４月１日（施行後３年を目途に必要な見直し検討） 

Ⅱ．差別を解消するための支援措置 

 

 

 

 

 

● 相談・紛争解決の体制整備 ⇒ 既存の相談、紛争解決の制度の活用・充実 紛争解決・相談 

● 障害者差別解消支援地域協議会における関係機関等の連携 地域における連携 

● 普及・啓発活動の実施 啓発活動 

 

 

 

Ⅰ．差別を解消するための措置 

差別的取扱いの禁止 

 

 

 

 
 

合理的配慮の不提供の禁止 

 

 

 

国・地方公共団体等 
民間事業者 

民間事業者 

国・地方公共団体等 法的義務 

努力義務 

法的義務 

（１）政府全体の方針として、差別の解消の推進に関する基本方針を策定（閣議決定） 

具体的な対応 

      ● 主務大臣による民間事業者に対する報告徴収、助言・指導、勧告 実効性の確保 

※ 地方の策定は努力義務    国・地方公共団体等  ⇒ 当該機関における取組に関する要領を策定 
       事業者          ⇒ 事業分野別の指針（ガイドライン）を策定 

（２） 

情報収集等 ● 国内外における差別及び差別の解消に向けた取組に関わる情報の収集、整理及び提供 

5 



障害者差別解消法 福祉事業者向けガイドライン 
厚生労働省ホームページに掲載（ホーム > 政策について > 分野別の政策一覧 > 福祉・介

護 > 障害者福祉 > 厚生労働省における障害を理由とする差別の解消の推進） 
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１．障害者の権利に関する条約の批准に向けた対応 

障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律の概要 

 雇用の分野における障害者に対する差別の禁止及び障害者が職場で働くに当たっての支障を改善するための措
置（合理的配慮の提供義務）を定めるとともに、障害者の雇用に関する状況に鑑み、精神障害者を法定雇用率の
算定基礎に加える等の措置を講ずる。 

（１）障害者に対する差別の禁止 
 雇用の分野における障害を理由とする差別的取扱いを禁止する。 
  
（２）合理的配慮の提供義務 
 事業主に、障害者が職場で働くに当たっての支障を改善するための措置を講ずることを義務付ける。 
ただし、当該措置が事業主に対して過重な負担を及ぼすこととなる場合を除く。 
  
 （想定される例） 
 ・ 車いすを利用する方に合わせて、机や作業台の高さを調整すること 
 ・ 知的障害を持つ方に合わせて、口頭だけでなく分かりやすい文書・絵図を用いて説明すること 
→（１）（２）については、公労使障の四者で構成される労働政策審議会の意見を聴いて定める「指針」において具体的な

事例を示す。 
   
（３）苦情処理・紛争解決援助 
 ① 事業主に対して、（１）（２）に係るその雇用する障害者からの苦情を自主的に解決することを努力義務化。 

 ② （１）（２）に係る紛争について、個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律の特例（紛争調整委員会による調停
や都道府県労働局長による勧告等）を整備。 

２．法定雇用率の算定基礎の見直し 

 法定雇用率の算定基礎に精神障害者を加える。ただし、施行（Ｈ30）後５年間に限り、精神障害者を法定雇用率の算定基礎に加
えることに伴う法定雇用率の引上げ分について、本来の計算式で算定した率よりも低くすることを可能とする。 

３．その他 

 障害者の範囲の明確化その他の所要の措置を講ずる。 

施行期日：平成28年4月1日（ただし、２は平成30年4月1日、 ３（障害者の範囲の明確化に限る。）は公布日（平成25年6月19日）） 7 



   障害者に対する差別の禁止及び合理的配慮の提供義務について 

◎ 障害者に対する差別禁止※1、合理的配慮の提供義務※2 を規定 【施行期日 平成28年4月1日】 。 
  
  

 
 

◎ 必要があると認めるときは、厚生労働大臣から事業主に対し、助言、指導又は勧告を実施。 

【差別の主な具体例】 

【合理的配慮の主な具体例】 

募集・採用の機会 
 ○ 身体障害、知的障害、精神障害、車いすの利用、人工呼吸器の使用などを理由として採用を 

   拒否すること    など 

賃金の決定、教育訓練の実
施、福利厚生施設の利用な
ど 

障害者であることを理由として、以下のような不当な差別的取扱いを行うこと 

 ○ 賃金を引き下げること、低い賃金を設定すること、昇給をさせないこと 

 ○ 研修、現場実習をうけさせないこと 

 ○ 食堂や休憩室の利用を認めない   など 

募集・採用の配慮 
 ○ 問題用紙を点訳・音訳すること・試験などで拡大読書器を利用できるようにすること・試験の回答 

   時間を延長すること・回答方法を工夫すること  など 

施設の整備、援助を行う者
の配置など 

 ○ 車いすを利用する方に合わせて、机や作業台の高さを調整すること 

 ○ 文字だけでなく口頭での説明を行うこと・口頭だけでなくわかりやすい文書・絵図を用いて説明 

   すること・筆談ができるようにすること 

 ○ 手話通訳者・要約筆記者を配置・派遣すること、雇用主との間で調整する相談員を置くこと 

 ○ 通勤時のラッシュを避けるため勤務時間を変更すること   など 

※１ 不当な差別的取扱いを禁止。このため、職業能力等を適正に評価した結果といった合理的な理由による異なる取扱いが 

  禁止されるものではない。    

※２ 事業主に対して過重な負担を及ぼすときは提供義務を負わない。 
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（１）基本的な考え方 
 

○ 対象となる事業主の範囲は、すべての事業主。 
 

○ 対象となる障害者の範囲 ： 身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害があるため、
長期にわたり、職業生活に相当の制限を受け、又は職業生活を営むことが著しく困難な者。  

        

⇒ 障害者手帳所持者に限定されない。 
 

○ 障害者であることを理由とする差別（直接差別）を禁止。 
 （車いす、補助犬その他の支援器具などの利用、介助者の付き添いなどの利用を理由とする不当な不利益取扱いを含む） 
 

○ 事業主や同じ職場で働く者が、障害特性に関する正しい知識の取得や理解を深めることが重要。 

（２）差別の禁止 
 

○ 募集・採用、賃金、配置、昇進、降格、教育訓練などの各項目において、障害者であることを理由に障害者を排除する 
 ことや、障害者に対してのみ不利な条件とすることなどが、差別に該当するとして整理。 

  例：募集・採用 

   イ 障害者であることを理由として、障害者を募集又は採用の対象から排除すること。 
   ロ 募集又は採用に当たって、障害者に対してのみ不利な条件を付すこと。 
   ハ 採用の基準を満たす者の中から障害者でない者を優先して採用すること。 
 
○ ただし、次の措置を講ずることは、障害者であることを理由とする差別に該当しない。 

   ・ 積極的差別是正措置として、障害者を有利に取り扱うこと。 
   ・ 合理的配慮を提供し、労働能力などを適正に評価した結果、異なる取扱いを行うこと。 
   ・ 合理的配慮の措置を講ずること。 など 

障害者差別禁止指針 

  障害者に対する差別の禁止に関する規定に定める事項に関し、 

事業主が講ずべき措置に関する指針（概要） 
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 （１）基本的な考え方 
 

○ 対象となる事業主の範囲は、すべての事業主。 

 

○ 対象となる障害者の範囲 ： 身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害があるた
め、長期にわたり、職業生活に相当の制限を受け、又は職業生活を営むことが著しく困難な者。  

        

⇒ 障害者手帳所持者に限定されない。 
 

○ 合理的配慮は、個々の事情を有する障害者と事業主との相互理解の中で提供されるべき性質のもの。 
 

  
（２）合理的配慮の内容 

   ○ 合理的配慮の事例として、多くの事業主が対応できると考えられる措置の例を「別表」として記載。 

（別表の記載例） 

【募集及び採用時】 
 ・ 募集内容について、音声等で提供すること。（視覚障害） 
 ・ 面接を筆談等により行うこと。（聴覚・言語障害）     など 

【採用後】 

  ・ 机の高さを調節すること等作業を可能にする工夫を行うこと。（肢体不自由） 

  ・ 本人の習熟度に応じて業務量を徐々に増やしていくこと。（知的障害） 

  ・ 出退勤時刻・休暇・休憩に関し、通院・体調に配慮すること。（精神障害ほか） など   

 合理的配慮指針 

雇用の分野における障害者と障害者でない者との均等な機会若しくは待遇の確保 

又は障害者である労働者の有する能力の有効な発揮の支障となっている事情を 

改善するために事業主が講ずべき措置に関する指針（概要）  
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 （４）過重な負担 

○ 合理的配慮の提供の義務は、事業主に対して「過重な負担」を及ぼすこととなる場合を除く。 

 事業主は、過重な負担に当たるか否かについて、次の要素を総合的に勘案しながら個別に判断する。 

 

    ① 事業活動への影響の程度、  ②実現困難度、  ③費用・負担の程度、  

    ④ 企業の規模、  ⑤企業の財務状況、  ⑥公的支援の有無 

 

○ 事業主は、過重な負担に当たると判断した場合は、その旨及びその理由を障害者に説明する。その場合でも、事業主は、 

 障害者の意向を十分に尊重した上で、過重な負担にならない範囲で、合理的配慮の措置を講ずる。 

 
（３）合理的配慮の手続 

○ 募集・採用時 ： 障害者から事業主に対し、支障となっている事情などを申し出る。 
   採  用  後 ： 事業主から障害者に対し、職場で支障となっている事情の有無を確認する。 

○ 合理的配慮に関する措置について、事業主と障害者で話し合う。 

○ 合理的配慮に関する措置を確定し、講ずることとした措置の内容及び理由（「過重な負担」にあたる場合は、その旨及び 
 その理由）を障害者に説明する。採用後において、措置に一定の時間がかかる場合はその旨を障害者に説明する。 

  ※ 障害者の意向確認が困難な場合、就労支援機関の職員等に障害者の補佐を求めても差し支えない。 

 

（５）相談体制の整備 

○ 事業主は、障害者からの相談に適切に対応するために、必要な体制の整備や、相談者のプライバシーを保護するために 

 必要な措置を講じ、その旨を労働者に周知する。 

〇 事業主は、相談したことを理由とする不利益取扱いの禁止を定め、当該措置を講じていることについて、労働者に周知する。  

                                                                             など 
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一般就労 就労継続支援Ａ型 就労継続支援Ｂ型 自営 

障害者の位置付け 労働者 労働者かつ利用者 利用者 － 

就労者（利用者）
数 

約６３．１万人 

        （内訳） 

身体：４３．３万人 

知的：１５．０万人 

精神： ４．８万人 

約３．３万人 

（内訳） 

身体：７，２６１人 

知的：１３，３３０人 

精神：１２，５４３人 

約１７．５万人 

（内訳） 

身体：２２，６０８人 

知的：９９，０６０人 

精神：５３，５７１人 

－ 

平均月額 

賃金（工賃） 

身体：約２２．３万円 

知的：約１０．８万円 

精神：約１５．９万円 

約６．９万円 約１．４万円 － 

労働関係法令の
適用 

あり あり なし なし 

【出典】平成２５年度障害者雇用実態調査、国保連データ等 

（注１）「一般就労」の就労者数及び平均賃金月額は、常用労働者５人以上を雇用する民営事業所の状況。 

障害者の就労形態 

○ 障害者の就労形態としては、一般就労以外にも、自営や障害福祉サービスでの就労がある。 

（注２）就労継続支援A型・B型の就労者（利用者）数は、平成２５年１０月時点の状況。 
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   就労移行支援事業 就労継続支援Ａ型事業 就労継続支援Ｂ型事業 

事 

業 

概 

要 

就労を希望する６５歳未満の障害者で、

通常の事業所に雇用されることが可能と

見込まれる者に対して、①生産活動、職

場体験等の活動の機会の提供その他の

就労に必要な知識及び能力の向上のた

めに必要な訓練、②求職活動に関する

支援、③その適性に応じた職場の開拓、

④就職後における職場への定着のため

に必要な相談等の支援を行う。 

（利用期間：２年） 
※ 市町村審査会の個別審査を経て、必要性が認めら

れた場合に限り、最大１年間の更新可能 

通常の事業所に雇用されることが困難であり、

雇用契約に基づく就労が可能である者に対して、

雇用契約の締結等による就労の機会の提供及

び生産活動の機会の提供その他の就労に必要

な知識及び能力の向上のために必要な訓練等

の支援を行う。 

 

 

 

（利用期間：制限なし） 

通常の事業所に雇用されることが困難であり、

雇用契約に基づく就労が困難である者に対して、

就労の機会の提供及び生産活動の機会の提供

その他の就労に必要な知識及び能力の向上の

ために必要な訓練その他の必要な支援を行う。 

 

 

 

 

（利用期間：制限なし） 

対 

象 

者 

① 企業等への就労を希望する者 

 

① 就労移行支援事業を利用したが、企業等の

雇用に結びつかなかった者 

② 特別支援学校を卒業して就職活動を行った

が、企業等の雇用に結びつかなかった者 

③ 企業等を離職した者等就労経験のある者で、

現に雇用関係の状態にない者 

 

① 就労経験がある者であって、年齢や体力の面で

一般企業に雇用されることが困難となった者 

② 50歳に達している者又は障害基礎年金1級

受給者 

③ ①及び②に該当しない者で、就労移行支援

事業者等によるアセスメントにより、就労面に

係る課題等の把握が行われている者 

報酬 
単価 

７１１単位（平成27年４月～） 

※ 利用定員が21人以上40人以下の場合 

５１９単位（平成27年４月～） 

※ 利用定員が21人以上40人以下の場合 

５１９単位（平成27年４月～） 

※ 利用定員が21人以上40人以下の場合 

事業
所数 

３，０９８事業所 

（国保連データ平成27年10月） 

３，０２１事業所 

（国保連データ平成27年10月） 

９，７６３事業所 

（国保連データ平成27年10月） 

利用
者数 

３１，０４０人 

（国保連データ平成27年10月） 

５３，７２０人 

（国保連データ平成27年10月） 

２０５，６８７人 

（国保連データ平成27年10月） 

障害者総合支援法における就労系障害福祉サービス 
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就労系サービスの利用者数（障害種別）の伸び（平成20年4月を100とした場合） 

151  160  

149  139  

427  

486  

100  

150  

200  

250  

300  

350  

400  

450  

500  

550  

身体 知的 精神 

就労移行支援 

【出典】国保連データ 

763  

927  

552  
614  

1,820  

2,367  

100  

600  

1,100  

1,600  

2,100  

2,600  

身体 知的 精神 

就労継続支援A型 

412  
429  

466  474  

464  

503  

100  

150  

200  

250  

300  

350  

400  

450  

500  

550  

身体 知的 精神 

就労継続支援B型 

○ 就労系障害福祉サービスの障害種別ごとの利用者数の伸びを見ると、就労継続支援B型では障害種別によ 

 る差はほとんどないが、就労移行支援及び就労継続支援A型では、精神障害者の伸びが大きくなっている。 
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1,111  
1,801  

2,544  
3,310  

4,570  

5,881  
6,441  

96  

142  

209  

463  

840  

1,473  

1,742  

517  

669  

1,122  

1,606  

2,307  

2,647  

2,737  

1,276  
681  

528  

296  

0  

2,000  

4,000  

6,000  

8,000  

10,000  

12,000  

就労移行支援 就労継続支援A型 就労継続支援B型 旧授産施設・福祉工場 

＜一般就労への移行者数の推移＞ 

【出典】社会福祉施設等調査 

10,920 

7,717 

5,675 

4,403 

3,293 3,000 
10.0% 

12.1% 

16.4% 

20.1% 20.2% 

24.9% 

27.2% 

2.4% 2.2% 2.5% 
3.7% 3.5% 

4.9% 
4.1% 

1.4% 
1.1% 

1.4% 1.6% 1.4% 1.6% 1.6% 

2.0% 2.2% 
2.9% 

3.6% 3.7% 
4.6% 4.5% 

0.0% 

5.0% 

10.0% 

15.0% 

20.0% 

25.0% 

30.0% 

就労移行支援 就労継続支援A型 就労継続支援B型 全体 

＜一般就労への移行率の推移＞ 

一般就労への移行者数・移行率の推移（事業種別） 

○ 就労系障害福祉サービスから一般就労への移行者数は、毎年増加しており、平成２５年度では約１万人の障
害者が一般企業へ就職している。 

○ 一方で、一般就労への移行率を見ると、就労移行支援における移行率は大きく上昇しているものの、就労継
続支援Ａ型では微増にとどまっており、就労継続支援Ｂ型では横ばいとなっている。 
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298  356  417  456  496  
144  

268  

489  

791  

1,172  

171  

245  

349  

424  

475  

33  

61  

113  

186  

288  

0  

500  

1,000  

1,500  

2,000  

2,500  

3,000  

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 
社会福祉法人 営利法人 NPO法人 その他 

20.4% 

24.6% 

30.5% 

38.3% 

46.1% 

48.2% 

42.6% 

35.7% 

28.8% 

22.3% 

19.5% 

22.8% 

25.5% 

26.3% 

26.5% 

11.8% 

10.0% 

8.3% 

6.6% 

5.1% 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

平成26年度 

平成25年度 

平成24年度 

平成23年度 

平成22年度 

社会福祉法人 営利法人 NPO法人 その他 

1,857 

646 

930 

1,368 

【出典】国保連データ（各年度とも10月時点のデータ） 

事業所数の推移 設置主体別割合の推移 

○ 設置主体別に就労継続支援A型事業所数の推移を見ると、営利法人が設置する事業所数が著
しく増加している。 

○ 設置主体別の割合を見ると、平成２６年度では、営利法人の割合が最も高く約５割となってお
り、社会福祉法人の割合は約２割となっている。 

就労継続支援Ａ型事業所の設置主体別の状況 

2,431 
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【出典】平成２６年社会福祉施設等調査 

都道府県別 就労継続支援Ａ型事業所数 
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平成18年 

平成25年 

H25年度平均賃金 
 

月額 69,458 円 

H18年度平均賃金 
 

月額 113,077 円 

（円） 

就労継続支援A型における平均賃金の状況 

箇所 

○ 平成２５年度の利用者１人当たりの平均賃金月額は、６９，４５８円と１８年度と比べて約３９％減少している。 
○ また、平均賃金を時給換算すると７３７円となり、同年度の最低賃金の全国平均７６４円と同程度となっている。  

【出典】厚生労働省障害福祉課調べ 

平均賃金月額 時間額 

６９，４５８円 ７３７円 
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0  200  400  600  800  1,000  1,200  1,400  1,600  1,800  2,000  

就労継続支援A型における平均賃金（平成25年度時間額）の状況① 

○ 就労継続支援A型における平均賃金（時間額）の分布を見ると、６００円程度の施設 
 が多くなっている（中央値は７１９円）。 

平成２５年度平均時間額 ７３７円 

（施設数） 

（円） 
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0人 
79.5% 

1人 
14.1% 

2人 
3.9% 

3人 
1.4% 

4人 
0.6% 

5人以上 
0.5% 

就労継続支援（A型・B型）からの就職者数（平成２５年度） 

○ 就労継続支援事業について、１年間に１人も一般企業への就職者が出ていない事業所は、Ａ型 

 事業所で約７割、Ｂ型事業所で約８割となっている。 

【就労継続支援B型】 【就労継続支援A型】 

0人 
 68.2% 

1人 
17.6% 

2人 
7.8% 

3人 
3.7% 

4人 
1.3% 

5人以上 
1.4% 

【出典】厚生労働省障害福祉課調べ 
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８ 障害者の就労支援の推進等について 

（１） 障害者の就労支援の推進について 

  ② 就労継続支援Ａ型事業について 

 就労継続支援Ａ型事業については、平成24年10月から、短時間利用者にかかる報酬の減算を導入したところであり、平成26

年9月時点では、計95事業所（4.0％）が減算の対象となっているところである（平成24年10月実績は、141事業所（10.2%））。 

 当該減算については、本来の利用者である障害者の利用を正当な理由なく短時間に限り、健常者である従業員（基準省令に

よるところの「利用者及び従業者以外の者」）がフルタイムで就労している事例、利用者も就労継続支援Ａ型事業の従業者も短

時間の利用とすることによって浮いた自立支援給付費を実質的に利用者である障害者の賃金に充当している事例など、本来

の就労継続支援Ａ型事業の趣旨に反するだけでなく、自立支援給付費を給付する趣旨からも不適切である事例が見られたこと

から、就労継続支援Ａ型事業における報酬の適正化を図ったものである。 

 しかしながら、最近においても、正当な理由なく利用者の意に反して労働時間を短く抑える、あるいは就労機会の提供にあ

たって収益の上がらない仕事しか提供しない等といった運営を行っている事業所の存在が指摘されているところである。   

 これは、一般就労が困難である者に就労機会を提供し、障害者が自立した日常生活または社会生活を営めるよう賃金水準を

高めるという就労継続支援Ａ型事業の趣旨に反するものであるため、各都道府県、指定都市及び中核市におかれては、引き続

き、Ａ型事業について事業趣旨に沿った運営が確保されるよう、不適切な事案の解消に向けて重点的な指導をお願いしたい。 

 なお、今般の障害福祉サービス等報酬改定において、現行の短時間利用に係る減算の仕組みについて、事業所における利

用実態を踏まえたものとなるよう見直し、平成27年10月から施行することとしているので、ご留意願いたい。 

就労継続支援Ａ型事業の運用について 

障害保健福祉関係主管課長会議資料（平成27年3月6日）抜粋 
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就労継続支援A型事業所（平成２７年度報酬改定） 

平均利用時間が１時間未満の場合         所定単位数の30％を算定 
平均利用時間が１時間以上２時間未満の場合  所定単位数の40％を算定 
平均利用時間が２時間以上３時間未満の場合  所定単位数の50％を算定 
平均利用時間が３時間以上４時間未満の場合  所定単位数の75％を算定 
平均利用時間が４時間以上５時間未満の場合  所定単位数の90％を算定 

（平成27年10月1日以降からの施行） 

○ 重度者支援体制加算（Ⅲ）について、経過措置の終了。 

○ 短時間利用に係る減算の仕組みについて、個々の利用者の利用実態を踏まえたものとなる
よう見直し。また、経営の実態等を踏まえ、基本報酬を見直し。 

就労継続支援サービス費 (Ⅰ)  ５２６単位／日 → ５１９単位／日  （利用定員が21人以上40人以下の場合） 

基本報酬 
〈現行〉 〈27年度改定〉 

重度者支援体制加算 平成２７年３月３１日までの経過措置とされている重度者支援体制加算（Ⅲ）を廃止。 

○ 施設外就労加算の算定要件の緩和  

施設外就労加算 1ユニット当たりの最低定員が3人以上 1ユニット当たりの最低定員が１人以上 

〈現行〉 〈27年度改定〉 

短時間利用減算 

〈27年度改定〉 〈現行〉 

［短時間利用者が50％以上80％未満］ 
 所定単位数の90％を算定 
［短時間利用者が80％以上］ 
 所定単位数の75％を算定 
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就労継続支援Ａ型における短時間減算の見直し（平成２７年度報酬改定）  

○ 過去３ヵ月間において、雇用契約を締結してい 
 る利用者の１週間あたりの利用時間が週２０時間 
 未満となっている利用者（短時間利用者）の占め 
 る割合が、現員数の５０％以上である場合に基本 
 報酬を減算する。 
 
 

○ 減算割合 
 

 ・ 短時間利用者の割合が５０％以上８０％未満   
  ⇒ 所定単位数の９０％を算定（１０％減算） 

 
 ・ 短時間利用者の割合が８０％以上 
  ⇒ 所定単位数の７５％を算定（２５％減算） 
 
 

○ 例外規定はなし。 

従来の短時間利用減算の仕組み 見直し後の短時間利用減算の仕組み 

○ 過去３ヵ月間における雇用契約を締結している利用者 
 について、事業所の１日あたりの平均利用時間を算出 
 し、当該平均利用時間に応じて基本報酬を減算する。 
 

○ 減算割合 
 ・ 平均利用時間が０時間以上１時間未満 
  ⇒ 所定単位数の３０％を算定（７０％減算） 
 

 ・ 平均利用時間が１時間以上２時間未満 
  ⇒ 所定単位数の４０％を算定（６０％減算） 
 

 ・ 平均利用時間が２時間以上３時間未満 
  ⇒ 所定単位数の５０％を算定（５０％減算） 
 

 ・ 平均利用時間が３時間以上４時間未満 
  ⇒ 所定単位数の７５％を算定（２５％減算） 
 

 ・ 平均利用時間が４時間以上５時間未満 
  ⇒ 所定単位数の９０％を算定（１０％減算） 
 

○ 予期せぬ状況等により、短時間利用となることがやむを得 
 ない者については、平均利用時間の算出から除外する。 

○ 就労継続支援Ａ型については、依然として短時間利用の問題が指摘されていることか 
 ら、減算の仕組みを見直すとともに、減算割合を強化する。 
 

○ なお、予期せぬ状況等により、短時間利用となることがやむを得ない者の利用が妨げ 
 られないよう配慮する。 
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就労継続支援Ａ型における短時間利用減算の特例措置について  

短時間利用減算における特例措置の必要性 

○ 短時間利用減算は、日中活動サービスの報酬が１日あたりの必要な費用を評価しているもので 
 あり、サービス提供時間が短い場合には支援に係る費用が通常よりもかからないことから、基本 
 報酬の減額を行うものである。 
○ 一方で、サービス利用開始後に、利用開始時には予見できなかった事由で利用者が短時間利 
 用となった場合、事業所にとっては予見できない報酬減から事業運営が不安定となってしまうこと 
 が懸念される。 

特例措置による対応 
特例措置の内容 

 就労継続支援Ａ型の利用開始後において、サービス利用開始時には予見できない事由により短時
間利用となってしまった場合は、短時間利用となった日から９０日を限度に、当該短時間利用者につ
いては事業所における平均利用時間の算出から除外する。 

＜短時間利用減算の特例措置の適用例＞ 

⇒ 筋ジストロフィーは進行性のものであるが、病状の進行に 
 は個人差があり、短時間利用となってしまう時期は予見でき 
 ないため。 

事例①：筋ジストロフィーを罹患している利用者が、病状の 
     進行により短時間利用となってしまった場合 

⇒ 入院そのものが予見できないため。 

事例②：退院直後のサービス利用が短時間となってしまう 
     場合 

⇒ 家族の病気等による変化は予見できないため。 

事例③：家族の介護を受けながらサービスを利用していた 
     が、家族の病気等により、居宅介護等のサービス 
     による介護が必要となってしまった場合 

⇒ 体調の変動は予見できないため。ただし、利用開始時 
 から短時間利用となることが明らかな場合は適用対象外。 

事例④：精神障害者等で、体調に変動があったことにより 
     短時間利用となってしまった場合 
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○ 就労継続支援Ａ型事業については、 
 ・ 本来の利用者である障害者の利用を正当な理由なく短時間に限り、健常者である従業員（基準省令による 
  ところの「利用者及び従業者以外の者」）がフルタイムで就労している事例 
 ・ 利用者も従業者も短時間の利用とすることによって、浮いた自立支援給付費を実質的に利用者である障害 
  者の賃金に充当している事例 
 ・ 正当な理由なく利用者の意に反して労働時間を短く抑える、あるいは就労機会の提供にあたって収益の上 
  がらない仕事しか提供しない事例 
 などの不適切な運営を行っている事例が指摘されているところである。 
 

○ そのため、就労継続支援Ａ型事業における報酬の適正化を図るため、平成２４年１０月から、短時間利用者 
 にかかる報酬の減算を導入したところであり、さらに、平成２７年度障害福祉サービス等報酬改定において、当 
 該減算の仕組みについて事業所における利用実態を踏まえたものとなるよう見直しを行い、平成２７年１０月か 
 ら施行されているところである。 
 

○ また、報酬面での適正化に加えて、運営面での適正化も図るため、就労継続支援Ａ型の利用手続きや不適 
 切な事業運営の事例に係る指導の際の確認点を整理し、平成２７年９月８日付けで「指定就労継続支援Ａ型に 
 おける適正な事業運営に向けた指導について」（障害福祉課長通知）を発出したところである。 
 

○ 都道府県、指定都市及び中核市におかれては、当該通知も活用しつつ、不適切な事業運営を行っている就 
 労継続支援Ａ型事業所に対する指導監査の強化をお願いする。指導監査にあたっては、以下の点について重 
 点的に確認し、法令に基づいた厳格な対応をお願いする。 

 ・ 「就労支援事業別事業活動明細書」の収益と費用の比率等により、就労継続支援Ａ型事業での生産活動の
内容が最低賃金を支払うことが可能かどうか。 

 ・ 適切なアセスメントにより個別支援計画が策定され、当該計画に基づいたサービス提供がされているか。ま
た、利用者の労働時間が、利用者の意向等に反して一律に短時間とされていないか。 

 ・ 特定求職者雇用開発助成金の支給対象となった利用者について、当該助成金の支給終了後に退所させら
れていないかどうか。 

就労継続支援Ａ型の適正な実施に向けた指導について 
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１ 就労継続支援Ａ型の利用における支給決定手続きについて 

  就労継続支援Ａ型の利用が適切か否かの客観的な判断を行うため、原則として、暫定支給決定を行うこととされて

いるので、利用者に対して適切なサービスを提供する観点からも、適正な支給決定手続きを行うこと 

２ 不適切な事業運営の事例 

 （１）生産活動の内容が不適切と考えられる事例 

    就労機会の提供に当たり、収益の上がらない仕事した提供しておらず、就労継続支援Ａ型事業の収益だけで

は、最低賃金を支払うことが困難であると考えられる事例 

   ⇒ 「就労支援事業別事業活動明細書」により、収益と費用の比率等を確認することで、最低賃金を支払うこと

が可能な事業内容であるかどうかを判断 

 （２）サービス提供の形態が不適切と考えられる事例 

    就労継続支援Ａ型のサービス提供に当たり、利用者の意向や能力等を踏まえた個別支援計画が策定されていな

い事例や、長く働きたいという利用者の意向にかかわらず、全ての利用者の労働時間を一律に短時間（例：１週

間の所定労働時間が20時間）としている事例など、サービス提供に当たっての形態が不適切な事例 

   ⇒ 適切なアセスメントに基づいた個別支援計画が策定され、当該計画に基づいたサービス提供がされているか

を確認。全ての利用者の労働時間が一律に短時間とされているような場合には、その理由を確認し、適切なア

セスメントに基づいた結果であり、かつ、利用者の意向等に反して設定されているものではないかを確認 

 （３）一定期間経過後に事業所を退所させている事例 

    就労継続支援Ａ型の利用に当たり、利用してから一定期間が経過した後、利用者の意向等にかかわらず、就労

継続支援Ｂ型事業所に移行させるなど、不当に退所させていると考えられる事例 

   ⇒ 一定期間（例：２年又は３年）が経過した後に就労継続支援Ｂ型事業所に移行し、事業所を退所している利

用者について、退所理由を確認。また、特定求職者雇用開発助成金の支給対象となった利用者について、当該

助成金の助成対象期間経過後に退所させられているようなことがないかを確認 

指定就労継続支援Ａ型における適正な事業運営に向けた指導について（概要） 
（平成27年９月８日付障障発0908第１号） 
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サービス利用までの流れ（訓練等給付） 

利 用 申 請 

市町村 

心身の状況に関する 
アセスメント等 

サービスの利用意向
の聴取 

サービス等利用計画
案の提出依頼 

サービス等利用計画案の提出 

暫定支給決定（市町村） 

サービス等利用計画の作成 

個別支援計画 

支給決定（市町村） 

サービスを一定期間利用 
・本人の利用意思確認 
・サービスが適切かどうかの確認 
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暫定支給決定について 

○ 訓練等給付に係る障害福祉サービスは、障害者本人の希望を尊重し、より適切なサービス利用を図る観点 
 から、利用を希望する事業について、 
 ① 当該事業の継続利用についての利用者の最終的な意向の確認 
 ② 当該事業の利用が適切かどうかの客観的な判断 
 を行うための期間（暫定支給決定期間）を設定した支給決定（暫定支給決定）を行うこととしている。 
 
○ 「暫定支給決定」は、当該事業が支給申請に係る障害者に適したものかどうかをあらかじめ評価（アセスメン 
 ト）するための期間（暫定支給決定期間）に係る支給決定であるが、法制上は特別の支給決定ではなく、主に 
 評価を目的とした短期間の支給決定を指す。 

暫定支給決定の基本的な考え方 

暫定支給決定の対象サービス 

① 自立訓練（機能訓練、生活訓練、宿泊型自立訓練） 
② 就労移行支援 
③ 就労継続支援Ａ型 
 

※ 暫定支給決定の対象サービスに係る支給申請のあった障害者について、すでに暫定支給決定期間中に行 
 うアセスメントと同等と認められるアセスメントが行われており、改めて暫定支給決定によるアセスメントを要し 
 ないものと市町村が認めるときは、暫定支給決定は行わなくても差し支えないものとする。 

暫定支給決定期間 

○ ２ヵ月以内の範囲で市町村が個別のケースに応じて設定 
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（１）本人が望む地域生活の実現  
 

 ○ 障害者が安心して地域生活を営むことができるよう、地域生活支援拠点の整備を推進（医療との連携、緊急時対応等）。 
 

 ○ 知的障害者や精神障害者が安心して一人暮らしへの移行ができるよう、定期的な巡回訪問や随時の対応により、障害者の
理解力・生活力等を補う支援を提供するサービスを新たに位置付け。 

    あわせて、グループホームについて、重度障害者に対応可能な体制を備えたサービスを位置付け。また、障害者の状態と
ニーズを踏まえて必要な者にサービスが行き渡るよう、利用対象者を見直すべきであり、その際には、現に入居している者に
配慮するとともに、障害者の地域移行を進める上でグループホームが果たしてきた役割や障害者の状態・ニーズ・障害特性
等を踏まえつつ詳細について検討する必要。 

 

 ○ 「意思決定支援ガイドライン（仮称）」の作成や普及させるための研修、「親亡き後」への備えも含め、成年後見制度の理解促
進や適切な後見類型の選択につなげるための研修を実施。 

 

（２）常時介護を必要とする者等への対応  
 

 ○ 入院中も医療機関で重度訪問介護により一定の支援を受けられるよう見直しを行うとともに、国庫負担基準について重度障
害者が多い小規模な市町村に配慮した方策を講ずる。 

 

（３）障害者の社会参加の促進  
 

 ○ 通勤・通学に関する訓練を就労移行支援や障害児通所支援により実施・評価するとともに、入院中の外出に伴う移動支援
について、障害福祉サービスが利用可能である旨を明確化。 

 

 ○ 就労移行支援や就労継続支援について、一般就労に向けた支援や工賃等を踏まえた評価を行うとともに、就労定着に向け
た支援が必要な障害者に対し、一定の期間、企業・家族との連絡調整等を集中的に提供するサービスを新たに位置付け。 

障害者総合支援法施行３年後の見直しについて 
（社会保障審議会障害者部会 報告書概要／平成27年12月14日） 

 障害者総合支援法（H25.4施行）の附則で、施行後３年を目途として障害福祉サービスの在り方等について検討を加
え、その結果に基づいて、所要の措置を講ずることとされている。これを受けて、社会保障審議会障害者部会で平成27年
4月から計19回にわたり検討を行い、今後の取組についてとりまとめた。（次期通常国会に関係法律の改正案を提出予
定） 

１．新たな地域生活の展開 

30 



 

（１）障害児に対する専門的で多様な支援  
 

 ○ 乳児院や児童養護施設に入所している障害児や外出が困難な重度の障害児に発達支援を提供できるよう必要な対応を行
うとともに、医療的ケアが必要な障害児への支援を推進するため、障害児に関する制度の中で明確に位置付け。 

 

 ○ 放課後等デイサービス等について、質の向上と支援内容の適正化を図るとともに、障害児支援サービスを計画的に確保す
る取組として、自治体においてサービスの必要量の見込み等を計画に記載。 

 

（２）高齢の障害者の円滑なサービス利用 
 

 ○ 障害者が介護保険サービスを利用する場合も、それまで支援してきた障害福祉サービス事業所が引き続き支援できるよう、
その事業所が介護保険事業所になりやすくする等の見直しを実施するなど、障害福祉制度と介護保険制度との連携を推進。 

 

 ○ 介護保険サービスを利用する高齢の障害者の利用者負担について、一般高齢者との公平性や介護保険制度の利用者負
担の在り方にも関わることに留意しつつ、その在り方についてさらに検討。 

 

（３）精神障害者の地域生活の支援 
 

 ○ 精神障害者の地域移行や地域定着の支援に向けて、市町村に関係者の協議の場を設置することを促進するとともに、ピア
サポートを担う人材の育成等や、短期入所における医療との連携強化を実施。 

 

（４）地域特性や利用者ニーズに応じた意思疎通支援 
 

 ○ 障害種別ごとの特性やニーズに配慮したきめ細かな対応や、地域の状況を踏まえた計画的な人材養成等を推進。 

 
 

（１）利用者の意向を反映した支給決定の促進 
 

 ○ 主任相談支援専門員（仮称）の育成など、相談支援専門員や市町村職員の資質の向上等に向けた取組を実施。 
 

（２）持続可能で質の高いサービスの実現 
 

 ○ サービス事業所の情報公表、自治体の事業所等への指導事務の効率化や審査機能の強化等の取組を推進。 
 

 ○ 補装具について、成長に伴い短期間で取り替える必要のある障害児の場合など、個々の状態に応じて、貸与の活用も可能
とする。 

 

 ○ サービス提供を可能な限り効率的なものとすること等により、財源を確保しつつ、制度を持続可能なものとしていく必要。 

２．障害者のニーズに対するよりきめ細かな対応 

３．質の高いサービスを持続的に利用できる環境整備 
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（１）現状・課題  
 

 （就労系障害福祉サービス等の現状と課題） 
 

 ○ 就労系障害福祉サービス（就労移行支援、就労継続支援）から一般就労に移行した障害者の数は、平成20年度（障害者自
立支援法施行時）1,724人に対し、平成25年度10,001人であり、５年間で約5.8倍となっている。また、民間企業（50人以上）に
おける障害者の雇用者数は約43万１千人（平成26年６月）、ハローワークを通じた障害者の就職件数は約８万５千人（平成26

年度）であり、いずれも年々増加しており、特に精神障害者の伸びが大きい。 
 

 ○ 就労移行支援事業所については、一般就労への移行率（利用実人員に占める就職者数）が20％以上の事業所の割合が増
加する一方、移行率が０％の事業所の割合は約30％強で推移しており、移行率の二極化が進んでいる。 

 

 ○ なお、就労移行支援の標準利用期間（２年間）について、訓練期間としては短い障害者もいることから、これを延ばすべきと
の意見がある一方、期間を延ばせばかえって一般就労への移行率が下がってしまうおそれがあり、むしろ、就労継続支援も
組み合わせ、利用者の状態に応じた支援を行っていくべきとの意見もある。 

 

 ○ 平成25年度において、就労継続支援Ａ型事業所から一般就労へ移行した者の割合は4.9％、就労継続支援Ｂ型事業所から
一般就労へ移行した者の割合は1.6％となっており、サービスを利用する中で能力を向上させ、一般就労が可能になる者もい
る。また、Ｂ型事業所の一人当たり平均工賃月額（平成25年度）は、約17％の事業所で２万円以上の工賃を実現している一
方、約40％の事業所で工賃が１万円未満であり、厚生労働省が定める運営基準（３千円）に達していない事業所も存在する。 

 

 ○ 障害者就労施設等の受注機会を確保するため、平成25年４月に「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推
進等に関する法律」が施行され、調達件数や金額は伸びているものの、地域によって調達実績に差が見られる状況である。 

 

 （就労定着支援） 
 

 ○ 障害者の就労定着支援について、就業面の支援は、基本的には企業の合理的配慮や労働政策の中で行われるべきもので
あるが、また、就業に伴う生活面の支援は、障害者就業・生活支援センター（生活支援員）や就労移行支援事業所が中心と
なって実施している。 

 

 ○ 障害者雇用促進法の法定雇用率については、平成30年度から精神障害者の雇用についても算入される予定である。今
後、在職障害者の就業に伴う生活上の支援ニーズはより一層多様化かつ増大するものと考えられる。企業に雇用された障害
者の早期離職を防ぎ、職場に定着することは、障害者の自立した生活を実現するとともに、障害福祉サービスを持続可能なも
のとする観点からも重要である。 

障害者総合支援法施行３年後の見直しについて（就労支援抜粋） 
（社会保障審議会障害者部会 報告書概要／平成27年12月14日） 
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 （２）今後の取組  
 

 （基本的な考え方） 

 ○ どの就労系障害福祉サービスを利用する場合であっても、障害者がその適性に応じて能力を十分に発揮し、自立した生活
を実現することができるよう、工賃・賃金向上や一般就労への移行をさらに促進させるための取組を進めるべきである。また、
就業に伴う生活面での課題等を抱える障害者が早期に離職することのないよう、就労定着に向けた支援を強化するための取
組を進めるべきである。 

 

 （就労移行支援） 

 ○ 就労移行支援については、平成27年度報酬改定の効果も踏まえつつ、一般就労への移行実績を踏まえたメリハリを付けた
評価を行うべきである。あわせて、支援を行う人材の育成（実地研修を含む。）や支援のノウハウの共有等を進めるべきであ
る。 

 

 （就労継続支援） 

 ○ 就労継続支援については、通常の事業所に雇用されることが困難な障害者に対して就業の機会の提供等を行うこととして
おり、こうしたサービスを利用する中で、能力を向上させ一般就労が可能になる障害者もいることから、一般就労に向けた支
援や一般就労への移行実績も踏まえた評価を行うべきである。 

       また、就労継続支援Ｂ型については、高工賃を実現している事業所を適切に評価するなど、メリハリをつけるべきである。就
労継続支援Ａ型については、事業所の実態が様々であることを踏まえ、利用者の就労の質を高め、適切な事業運営が図られ
るよう、運営基準の見直し等を行うべきである。 

    さらに、一般就労が困難な障害者に対して適切に訓練が提供され、障害者が自らの能力を最大限発揮し、自己実現できる
よう支援するため、就労継続支援Ｂ型の利用希望者に対して本年度から本格実施されている就労アセスメントの状況把握・
検証を行うとともに、その効果的かつ円滑な実施が可能な体制を整備しつつ、対象範囲を拡大していくべきである。 

 

 ○ 「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律」に基づく官公需に係る障害者就労施設等から
の物品や役務の調達の推進については、障害者就労施設等で就労する障害者の自立の促進に資するものであることから、
地方公共団体に対する調達事例の提供や調達方針の早期策定を促すなど、受注機会の増大が図られるよう、必要な取組を
推進すべきである。 

 

障害者総合支援法施行３年後の見直しについて 
（社会保障審議会障害者部会 報告書概要／平成27年12月14日） 
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 （２）今後の取組  
 

 （就労定着に向けた生活面の支援を行うサービス等） 

 ○ 在職障害者の就業に伴う生活上の支援ニーズに対応するため、財源の確保にも留意しつつ、就労定着支援を強化すべき
である。具体的には、就労系障害福祉サービスを受けていた障害者など、就労定着に向けた支援が必要な障害者に対し、一
定の期間、労働施策等と連携して、就労定着に向けた支援（企業・家族との連絡調整や生活支援等）を集中的に提供する
サービスを新たに位置付けるべきである。 

 

 ○ 就労定着に当たっては、企業の協力も重要であることから、障害者就業・生活支援センター事業の充実や企業に対する情
報・雇用ノウハウの提供など、引き続き、労働政策との連携を図るべきである。 

 

 （サービス内容の情報公表） 

 ○ 就労系障害福祉サービスについて、障害者やその家族等が適切な事業所を選択できるよう、事業所の事業内容や工賃・賃
金、一般就労への移行率、労働条件等に関する情報を公表する仕組みを設けるべきである。 

障害者総合支援法施行３年後の見直しについて 
（社会保障審議会障害者部会 報告書概要／平成27年12月14日） 
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